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はじめに
鹿児島県では，農業，畜産業，観光などを中心とする地元産業を活かして地域活性化を図ることができ
ると思われる。そのためには，地元産業を資金面で支援するシステムが必要であろう。そこで信用金庫・
信用組合を通しての地域活性化について考えて見ようというのが本稿の主旨である。
地域活性化を言うときに，まず，その地域を資金面で支援（助け）するということを優先的に考えてお
かないといけないであろう。したがって，それについてまず考えて見たい。資金が必要なところに資金を
貸してくれるところがないと困るのであり，特に中小零細企業や一般大衆からすれば，近年ますますその
必要性は増えつつある。
信用金庫・信用組合は，その特性上，地域密着型金融機関として地域活性化を図る性格を持っており，
そうしたことからすれば，信用金庫・信用組合の推移を観察することはある意味で地域活性化の動態を把
握することに繋がると思われる。
地域活性化というのは，その地域に大手企業（大型スーパ等）や大型リゾート施設を立地させるだけで
は地域活性化に繋がらないと思う。問題の核心は，地域住民一人ひとりが豊かになり，それによって消費
需要が増え，また地元の雇用などが増えていくことであろう。そのためには，視野を細めて地域住民の一
人ひとりに視点を合わせていくことが必要ではなかろうか。そして，その際に，利益を中心とする考え方
から少し離れる姿勢で接近する必要があると思われる。いわゆる，関係（リレーションシップ）を重視す
る姿勢で接近していくことが必要であると思うのである。
本稿は，研究ノートとして，鹿児島県の地域活性化（信用金庫と信用組合を通じて）というテーマでシ
リーズ（１）から（３）まで書く予定であり，その中で，最初の（１）に当たるものである。
本稿では，鹿児島県の信用金庫・信用組合における地域活性化について，まず，導入部分に当たる信用
金庫と信用組合の歴史や現況について概略的に調べた後，鹿児島県における信金と信組について，そして
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最後にそれらの信金と信組を通じての地域活性化について考える。したがって，本稿の（１）では，シリー
ズ全体での導入部分となり，具体的な事例や方法については，シリーズ（２）から述べてみたい。そして，
その時に，GIS（地理情報システム）を利用して地図上に地域の状況等を視覚的に分かりやすく表して見
たいと思っており，現在検討中である。
1. 中小企業金融機関としての信用金庫と信用組合
（1） 日本の中小企業金融機関の歴史1
明治維新（1868年）を経て，明治政府は欧米諸国へのキャッチアップを図るべく，一連の改革を推進し
た。「殖産興業」，「富国強兵」を目標に欧米の近代的な経済制度，新産業の育成に着手した。その一環と
して，明治５年（1872年）に国立銀行を導入し，明治12年（1879年）まで日本全国に135行の国立銀行が
設立された。しかし，西南戦争（明治10年，1877年）の戦費のための貨幣を乱発し激しいインフレが発生，
国民銀行は，普通銀行に転換された。ところで，国民銀行や普通銀行から庶民が資金を借りることは非常
に難しいことであったため，庶民たちは自分たちで講などを利用して資金繰りをしていた。
近代化を推進するために政府は，農業経済から工業経済への転換を図り，そのための特殊銀行を設立さ
せた。明治20年（1887年）に貿易金融を円滑にするために，横浜正金銀行条例が制定された。そして，そ
の後，急速な資本主義化が進むにつれ，膨大な長期資金の必要性が出始めた。これらの必要性から，明治
30年から明治35年（1897～1902年）にかけ，債権発行ができる日本勧業銀行，北海道拓殖銀行，日本工業
銀行が設立された。また，農村における金融を円滑にするために，明治33年（1900年）産業組合法が制定
され，組合組織による金融が行われるようになった。それから，日露戦争を経て，第一次世界大戦終了ま
でに，日本経済は著しく発展し，銀行の預金・貸出とも飛躍的に伸び，大正４年（1915年）には，無尽会
社（相互銀行の前身）の根拠法として無尽業法が制定された。また大正６年（1917年）には産業組合法が
改正され，市街地信用組合（信用金庫の前身）も設けられた（表１参照）。
日本における信用組合と信用金庫の歴史は，決して簡単ではなく，複雑な紆余曲折を経て，現在に至っ
ている。前述のように，明治維新以降，近代化を進めることになり，資金の必要性が重要となっていき，
正式なルートでは貸出を受けられない側からは自分たちで何とかしないといけなかった。そのような動き
は，次第に信用組合を作っていくようになった。
日本で最初の信用組合は，1892年に設立された，掛川信用組合（現在の掛川信用組合（静岡））と言わ
れる。その後，明治33年（1900年）に「産業組合法」が制定された。しかし，この産業組合法による信用
組合は，会員以外からの預金が認められないうえ，農民を中心としたものだったので，都市部の中小商工
業者にとっては制約が多かったのであった。
そのため，大正６年（1917年）に「産業組合法」を改正し，都市部の中小商工業者，勤労者など一般大
衆を念頭に，産業組合法の中に市街地信用組合制度を創設し，員外預金，手形割引を許容した市街地信用
組合（信用金庫の前身）が誕生することとなった。
さらに，昭和18年（1943年）には，産業組合法から市街地信用組合制度を分離する形で「市街地信用組
合法」が制定された。これにより，市街地信用組合法に基づく市街地信用組合と産業組合法に基づく信組
が併存することとなった。
前述した1900年の産業組合法の制定から1917年の産業組合法の改正とそれによる市街地信用組合の導
入，そして，1943年の信用組合法から市街地信用組合制度を分離するための市街地信用組合法の制定，と
1	 	 呉文二・島村高嘉，61～63ページ参照。
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いった一連の変遷過程にはそれぞれの複雑な事情が絡み合っているが，そのことについては本稿では割愛
させていただきたい。
そして，その後，1949年に「中小企業等協同組合法（中企法）」と「協同組合による金融事業に関する
法律（協金法）」が成立した。この法律により，市街地信用組合，準市街地信用組合，信用事業を行う商
工協同組合が，信用協同組合として統合された。預金者保護・健全経営の確保の観点から，「中小企業等
協同組合法」に加え，信用事業を営む協同組合を「協同組合による金融事業に関する法律」により規制す
ることになった。
また，1951年６月に，金融機関としての機能を拡大しようとする信用組合を念頭に，「中小企業等協同
組合法」から分離して，「信用金庫法」が公布・施行され，多くの信用組合が信用金庫に改組した（表２
参照）。
表１　日本の金融機関の沿革
•	 明治５年（1872）国立銀行条例によって明治12年まで135行の国立銀行設立
•	 明治10年（1877）西南戦争軍備のため不換紙幣乱発で激しいインフレ発生
•	 明治15年（1882）日本銀行設立（国立銀行の普通銀行業態転換）
•	 明治20年（1887）貿易金融を目的とする横山正金銀行条例が制定
•	 明治30年（1897）日本勧業銀行，北海道拓殖銀行（1900），日本工業銀行設立
•	 明治33年（1900）産業組合法制定
•	 大正４年（1915）無尽業法制定
•	 大正６年（1917）産業組合法改正により市街地信用組合（信用金庫の前身）導入
•	 大正12年（1923）信託会社の根拠法として信託業法施行
•	 昭和11年（1936）中小企業者の金融の円滑化のため商工組合中央金庫設立
•	 昭和22年（1947）農業協同組合法（農協等の根拠法）
•	 昭和24年（1949）中小企業等協同組合法（信用組合等の根拠法）
•	 昭和26年（1951）相互銀行法，信用金庫法制定
•	 昭和27年（1952）長期信用銀行法
表２　協同組織金融機関（信用金庫・信用組合）の沿革
明治半ば以降 各地に信用組合が設立明治25年（1892年）の掛川信用組合の誕生が最初
明治33年
（1990年）
「産業組合法」制定
購買・販売・生産の事業組合とともに，信用事業を行う組合を「産業組合」として初めて法制化
大正６年
（1917年）
「産業組合法」改正
都市部の中小商業者向けの金融を念頭に，産業組合法の中に市街地信用組合制度を創設。員外預
金，手形割引を許容
昭和18年
（1943年）
「市街地信用組合法」制定
産業組合法から市街地信用組合制度を分離
昭和24年
（1949年）
「中小企業等協同組合法」・「協同組合による金融事業に関する法律」制定
市街地信用組合を含め，中企法に統合。預金者保護・健全経営の確保の観点から，中企法に加え，
信用事業を営む協同組合を協今法により規制
昭和26年
（1951年）
「信用金庫法」制定
金融機関としての機能を拡大しようとする組合を念頭に，中企法から分離して，信用金庫法にお
いて信用金庫制度を創設。多くの信用組合が信用金庫に改組
※信用金庫法施行時（1951年６月15日）653組合→（1953年６月14日）改組：560組合，残存：
72組合，消滅：21組合
出所：	金融審議会金融分科会第二部会「協同組織金融機関のあり方に関するワーキング・グループ」における「参考資料」，平成20
年３月28日。http://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/dai2/siryou/20080328/01.pdf
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（2） 信用金庫の概要
1） 歴史
前述したように，信用金庫は最初，産業組合法による信用組合として創設したものであった。その後，
幾多の変遷を経て，現在の信用金庫に至っている。詳しくは，この章の（３）信用組合の歴史の際に譲り
たい。
2） 現況
2009年９月現在，日本全国には278の信用金庫があり，その店舗数（支店）は7,126店舗ある。また，預
金額は117兆5,304億円，貸出金64兆4,594億円，会員数932万5,159人，常勤役職員数11万8,687人である2。
（3） 信用組合の概要3
信用組合の設立根拠法は，「中小企業等協同組合法（昭和24年（1949年）施行）で，これは，中小企業
や個人が集まって共同で生産・加工・購入等を行う「協同組合」と同じである。信用組合の法律上の正式
名称は「信用協同組合」であり，略称を「信組（しんくみ）」という。また，信用組合は組合員の大切な
お金をお預かりするという使命から，「中小企業等協同組合法」とは別に「協同組合による金融事業に関
する法律（昭和24年（1949年）施行）による規制を受けており，監督は，銀行と同様に金融庁が行ってい
る。
信用組合の出資者は，「組合員」と呼ばれており，信用組合は，組合員の特性によって次のように大き
く３つに分けられている。①地域信用組合（信用組合の営業エリアにお住まいのみなさま，事業を営むみ
なさまを組合員とする信用組合）②業域信用組合（同じ事業を営むみなさまを組合員とする信用組合）③
職域信用組合（同じ職場にお勤めのみなさまを組合員とする信用組合）である。
信用組合は，利益を追求することを目的とする金融機関ではなく，組合員の発展に貢献することを目的
とした金融機関である。これが銀行と異なるところである。銀行は株式会社であるので，利益を上げるこ
とが最優先課題である。
1） 日本のおける信用組合の歴史4
信用組合のはじまりは，19世紀中頃ドイツで生まれたといわれている。日本では，明治時代に信用組合
の前身となる産業組合が誕生した。当時の日本では，近代的な金融制度が整備されてきたものの，零細な
農民や商工業者は銀行の取引先としてみなされていなかった。この結果起きた庶民の窮状を打開するため
に，1900年（明治33年）「産業組合法」が成立し，日本における（法律に基づく）信用組合の歴史が始まっ
た。
しかし，大正期になっても中小企業に対する金融は悪化していった。この問題を対処するため，1917年
（大正６年）に「産業組合法」の改正が行われ，市街地の信用組合は，主に都市の中小商工業者のための「市
街地信用組合」と，従来の産業組合法に基づく「準市街地信用組合」に分かれることになった。このうち
「市街地信用組合」は徐々に定着・発展していき，その結果1943年（昭和18年）単独法として「市街地信
用組合法」が成立し，「市街地信用組合」は都市における中小企業者，勤労者，生活者のための金融機関
としてその領域を広げることになった。
そして，第二次世界大戦後においても，中小企業の資金難は熾烈を極めていった。このような中，中小
企業庁は商工協同組合や市街地信用組合を統合し，その資金利用によって中小企業の金融難を解決する方
策を考えた。その結果，1949年（昭和24年）に成立したのが「中小企業等協同組合法」と「協同組合によ
2	 	 信用中金総合研究所「全国信用金庫概況（2008年度）」参照。
3	 	 全国信用協同組合連合会「ディスクロージャー誌2009」90ページ参照
4	 	 同上，92ページ参照。
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る金融事業に関する法律」である。これによって，一旦は分かれた市街地信用組合，準市街地信用組合，
信用事業を行う商工協同組合が信用協同組合として結合されることになった。
その後，1951年（昭和26年）に「信用金庫法」が施行され，市街地信用組合の多くは「信用金庫法」に
基づく「信用金庫」に転換し，協同組織性を強く意識した市街地信用組合は「中小企業等協同組合法」に
基づく「信用組合」として，現在に至っている。
2） 信用組合の現況
平成21年３月末現在，日本全国には162の信用組合があり（図１では2007年までのデータ），その店舗数
は1,785店舗，預金額16兆3,633億円，貸出金９兆4,718億円，組合員数369万人，常勤役職員数２万1,000人
を持っている（図１参照）5。
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図１　信用金庫・信用組合数の推移（1998～2007）
2. 鹿児島県の信用金庫・信用組合
	 鹿児島信用金庫	 47
鹿児島県の信用金庫	 鹿児島相互信用金庫	 57
	 奄美大島信用金庫	 13
	 　　合計	 117
	 鹿児島興業信用組合 *	 37
鹿児島県の信用組合	 鹿児島医師信用組合	 1
	 奄美信用組合	 14
	 　　合計	 52
図２　鹿児島県の信用金庫・組合の店舗数
注；鹿児島興業信用組合と鹿児島県信用組合は，平成20年11月10日合併
5	 	 全国信用協同組合連合会「ディスクロージャー誌2009」90ページ。
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（1） 鹿児島県の信用金庫
鹿児島県には，鹿児島信用金庫，鹿児島相互信用金庫，奄美大島信用金庫の３つの信用金庫がある。そ
れぞれの支店数は，鹿児島信用金庫47店，鹿児島相互信用金庫57店，奄美大島信用金庫が13店舗あり，合
計117店舗が存在する。店舗数面においては，鹿児島相互信用金庫（57店舗）が最も多い。まず，鹿児島
信用金庫，鹿児島相互信用金庫，奄美大島信用金庫の順で概略的に各信用金庫の歴史や現況について見て
みたい。
1） 鹿児島信用金庫
鹿児島信用金庫は会員数44,841人（2008年）出資金39億44万円である。鹿児島信用金庫の歴史について
は，大正11年（1922年）10月に，有限責任鹿児島信用組合として営業開始した。その後，昭和18年（1943
年）９月に，市街地信用組合法により鹿児島信用組合に改組。翌年（昭和19年）10月に，第一信用購買組
合を吸収合併。またその次の年である，昭和20年２月に昭和信用組合を吸収合併。その後，昭和26年（1951
年）10月に，信用金庫法制定により現在の鹿児島信用金庫に改称した。
鹿児島信用金庫（かしん）の2009年ディスクロージャー（29頁）には，次のように信用金庫・銀行・信
用組合の相違について説明している。『同じ金融機関でも，経営理念の違いでそれぞれの組織の在り方が
違います。銀行は株式会社であり，株主の利益が優先されます。一方，信用金庫は地域の方々が利用者・
会員となってお互いに地域の繁栄を図る，相互扶助を目的とした協同組織の金融機関で，主な取引先は中
小企業と個人です。利益第一主義ではなく，会員すなわち地域社会の利益が優先されます。さらに，事業
地域は一定の地域に限定されており，地域で集めた資金は全てその地域の発展に活かされる点も銀行と大
きく異なります。信用組合は，信用金庫と同じ協同組織の金融機関ですが，根拠法や会員（組合員）資格
が異なります。預金の受け入れについても，信用組合は原則として組合員が対象であるのに対し，信用金
庫は制限がないなど業務の範囲も異なります。』と。
また，表３では，信用組合・信用金庫・銀行の相違点について書いてあるので，参照していただきたい。
表３　信用組合・信用金庫・銀行の事業態様一覧
信用組合 信用金庫 銀行
根拠法
中小企業等協同組合法（昭和24
年），協同組合による金融事業に
関する法律（昭和24年）
信用金庫法
（昭和26年）
銀行法
（昭和56年）
組織 協同組織の非営利法人 株式会社
営業地区
制限あり（狹域） 制限あり（広域） 制限なし
地域・業域・職域 地　域
出資金・資本金
の最低限度
２千万円（特別区等）
１千万円（その他）
２億円（特別区等）
１億円（その他）
10億円
出資者の名称 組合員 会員 株主
出資者の資格
個人および従業員300人以下また
は資本金３億円以下の法人
個人および従業員300人以下また
は資本金９億円以下の法人
自由
預金・積金
組合員以外の預金・積金は全体の
20% までに制限
制限なし
貸出先 組合員 会員 自由
出所：全国信用協同組合連合会『ディスクロージャー誌　2009』，90ページより。
2） 鹿児島相互信用金庫
①沿革
鹿児島相互信用金庫の歴史（沿革）については，昭和６年（1931年）２月に有限責任鹿児島種苗信用利
用組合創立。昭和10年４月，保証責任鹿児島相互信用利用組合と改称。その後，昭和22年６月，保証責任
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鹿児島相互信用購買利用組合と改称。そして，昭和25年２月，鹿児島相互信用組合と改称し，翌年の昭和
26年（1951年）10月に，信用金庫法施行により現在の「鹿児島相互信用金庫」と改称した。
その後，昭和30年（1955年）１月に鹿児島企業信用金庫と合併。昭和38年（1963年）12月に，現在の本
店所在地である鹿児島市泉町に本店の新築をした。そして，その翌年である昭和39年８月に，預金量100
億円を超え，その11年後の昭和50年（1975年）12月に1,000億円を突破した。その後，預金量は，昭和59
年（1984年）12月に2,000億円，昭和63年に3,000億円となった。そして，現在の預金量の4,000億円台になっ
たのは，平成２年12月であった。その後，平成16年２月に川内信用金庫と合併して現在に至る。
②現況
鹿児島相互信用金庫（そうしん）は，鹿児島県本土および種子島を事業区域として，地元の中小企業者
や住民が会員となって，お互いに助け合い，お互いに発展していくことを共通の理念として運営されてい
る相互扶助型の金融機関である6。そうしんは，昭和６年２月創立され，平成21年３月現在，会員数85,559
人，出資金残高40億5,500万円で，常勤役職員数785人，店舗数は57店を有している。
表４で見るように，平成21年３月末現在（平成20年度）の貸出金残高は3,194億9,400万円で，預積金に
占める貸出金の割合は68.6％である（預積金量は平成21年３月末に4,654億7,100万円）。貸出金の業種別残
高や構成比は，事業者への貸出が2,303億7,800万円で貸出全体としては72.1％を占めている。また，個人
への貸出は841億3,600万円を占めており，全体の26.3％となっている（表４参照）。
表４　鹿児島相互信用金庫の貸出金業種別残高・構成比
（単位：百万円，％）
業種区分
平成19年度 平成20年度
貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比
製造業 598 26,232 8.31 579 28,144 8.81
農　業 232 2,161 0.68 230 2,306 0.72
林　業 9 36 0.01 12 52 0.02
漁　業 250 15,982 5.06 233 13,330 4.17
鉱　業 23 3,085 0.97 22 2,855 0.89
建設業 1,502 42,182 13.37 1,437 39,703 12.43
電気・ガス・熱供給・水道業 5 152 0.04 4 137 0.04
情報通信業 23 1,068 0.33 23 954 0.30
運輸業 184 12,330 3.90 194 13,173 4.12
卸売業，小売業 1,630 33,818 10.72 1,591 35,165 11.01
金融・保険業 53 4,502 1.42 48 4,028 1.26
不動産業 245 20,577 6.52 256 20,343 6.37
各種サービス業 2,024 66,372 21.04 1,984 70,182 21.97
小　計 6,778 228,503 72.45 6,613 230,378 72.11
地方公共団体 22 3,412 1.08 20 4,979 1.56
個			人 31,813 83,474 26.46 31,322 84,136 26.33
合			計 38,613 315,391 100.00% 37,955 319,494 100.00%
出所：「2009	SOSHIN	DIS�LOSURE」鹿児島相互信用組合より。
3） 奄美大島信用金庫
①沿革
昭和９年11月に，産業組合法に基づき名瀬町信用組合として設立され，昭和29年７月，信用金庫法によ
り奄美大島信用金庫に改称された。その後，昭和30年10月から，徳之島支店を開設することをはじめ，昭
6	 	 鹿児島相互信用組合「2009	SOSHIN	DIS�LOSURE」18ページ。
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和32年11月に，沖永良部支店，与論支店等を開設し，昭和42年７月に，鹿児島支店を開設した。そして，
昭和49年８月に，預金量100億円達成し，平成５年に500億円を達成した。現在創立76年（2010年）となる。
②現況
奄美大島信用金庫（あましん）の概要としては，昭和９年11月６日創立。本店は，鹿児島県奄美市名瀬
幸町にある。平成20年３月31日現在，店舗数は13店舗あり，役職員数は122名，会員数15,104名いる。また，
出資金6億8000万円，預積金606億6700万円，貸出金428億7300万円である7（表５参照）。
表５　奄美大島信用金庫の貸出金業種別残高・構成比
（単位：百万円，％）
業種区分
平成19年３月末 平成20年３月末
貸出先数 貸出金残高 構成比 貸出先数 貸出金残高 構成比
製造業 151 2,634 5.89 137 2,483 5.79
農　業 247 392 0.87 227 387 0.90
林　業 1 0 0.00 2 0 0.00
漁　業・水産養殖業 19 11 0.02 14 10 0.02
鉱　業 6 292 0.65 6 351 0.81
建設業 322 5,872 13.14 293 5,457 12.72
電気・ガス・水道供給業 7 70 0.15 7 65 0.15
運輸・通信業 36 1,060 2.37 33 941 2.19
卸売・小売業 455 6,212 13.90 405 5,817 13.56
金融・保険業 8 156 0.34 7 144 0.33
不動産業 23 1,652 3.69 26 2,548 5.94
サービス業 452 6,225 13.93 427 6,174 14.40
地方公共団体 7 6,766 15.14 6 4,503 10.50
個　人 6,540 13,324 29.82 6,620 13,985 32.61
合　計 8,274 44,673 100.00 8,210 42,873 100.00
出所：「あましんレポート2008」奄美大島信用金庫，26ページより。
（2） 鹿児島県の信用組合
鹿児島県には，鹿児島興業信用組合と奄美信用組合，そして鹿児島医師信用組合がある。ここでは，鹿
児島興業信用組合と奄美信用組合を中心に見てみたい。また，鹿児島興業信用組合と鹿児島県信用組合は，
平成20年11月10日合併され，鹿児島興業信用組合になったため，ここでは，鹿児島県信用組合についても，
統合先の鹿児島興業信用組合について述べる際に少し触れたい。
1） 鹿児島興業信用組合
鹿児島興業信用組合（略称，こうしん）は，昭和28年５月18日に設立された。平成21年３月末現在，出
資金56億2,300万円，預金積金1,350億6,600万円，貸出金812億2,200万円，常勤役職員数301名，組合員数
63,268名という規模である8。これは，平成20年11月に鹿児島県信用組合と統合した後のデータである。統
合以前である，平成20年３月31日基準のデータをみると，出資金６億6,600万円，預金積金483億4,600万円，
貸出金278億3,700万円である。また，常勤役職員数133名，組合員数15,686名となる（表６参照）。
ここで，若干，鹿児島県信用組合についてみることにしたい。鹿児島県信用組合は，元々昭和29年６月
に，鹿屋信用組合として設立された。昭和40年４月に鹿屋市に本店新築し，昭和49年９月に，預金量100
億円突破。55年９月，預金量300億円となった。その後，昭和63年５月に，姶良，鹿児島錦江，薩摩信組
と合併し，鹿児島県信用組合への名称を変更した。その後，平成４年12月に，預金量1,000億円を，そして，
7	 	 「あましんレポート2009」参照。
8	 	 鹿児島興業信用組合「こうしんの現況；平成20年度（2009ディスクロージャー）」参照。
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平成７年12月に1,200億円を突破したが，平成20年２月に鹿児島興業信用組合と合併を発表した。
表６　こうしんの組合員の推移
（単位：人）
区 分 平成19年度末 平成20年度末
個 人 14,087 58,892
法 人 	 1,599 	 4,376
合 計 15,686 63,268
出所：鹿児島興業信用組合「2009ディスクロージャー誌」より。
2） 奄美信用組合
奄美信用組合は，奄美群島を営業地区とし，中小企業や零細企業，個人から構成される組合員の相互扶
助を理念に揚げ，長期的かつ継続的な取引のもとに地元に根ざした金融機関として運営されている協同組
合組織金融機関である9。
平成21年3月末現在，組合員数は31,437人，出資金８億200万円，預金積金額617億3000万円，貸出金429
億3,800万円である。
3. 地域活性化の提言
地域活性化のために，金融面からの対応策としては，特に地域金融機関がリレーションシップバンキン
グ（Relationship	Banking）の手法を重視すべきである。そして，その地域の特性や性格などをよく把握
することや収益（利益）を優先する考えから少しはなれることが必要となる。
そして，また，地域活性化を考えるときに何を先に考えるべきなのか。日本では，バブル崩壊後の1990
年代以降「失われた10年」を経て，アメリカ発の金融危機の影響で，需要の落ち込みや投資などの低迷で
なかなか地方地域の経済は回復されていないのが現状である。
この時期こそ，地方地域の固有の色を強調し，地域ならでの方策を打ち出すべきではないかと思われる。
その際，強調されるのが，中小零細企業の立ち直りであると信じるのである。そのためには，まず，地域
のニーズを考え，率先して人間対人間の助け合いに力を入れるべきではないかと思われる。また，その際
に地域と地域，人と人の繋がりを通じて（ネットワーク）さまざまな難問を解いていくべきであると思う。
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